
2008年 5月 12日  中国四川地震による
建築物の被害と復旧技術支援活動

1. はじめに

2008年 5月 12日 午後 2時 28分 (現地時間)頃、

中華人民共和国 。四川省で M7.9(USGS)の 地震が

発生した。この地震による人的、物的損害は甚大で、

建物等の崩壊に伴い四川省と甘粛省において、あわ

せて 6万 9千人以上の死者と37万 4千人以上の負

傷者が発生 した (7月 4日 現在 )。 地震発生直後、

地震災害に関係の深い土木学会、日本建築学会、地

盤工学会、日本地震工学会、日本地震学会の 5学会

(後に日本都市計画学会、日本地理学会および地域

安全学会を加えた 8学会)は、相互に情報を共有し

必要な支援に協力して当たるべく、中国の土木・建

築関係者と連絡を取りつつ、阪神淡路大震災、中越

地震災害などの経験の紹介、構造物の健全性診断技

術などを含む復旧・復興支援を目的に「四川大地震

復旧技術支援連絡会議 (以下、支援連絡会議/議

長 :濱田正則・早稲田大学教授 )」 を設置した。支

援連絡会議では 5月 28日 から6月 1日 にかけて復

旧技術支援チーム (団長 :濱田正則教授、建築分野

では筆者らのうち中埜が参加)を四川省都成都市に

先遣隊として派遣し、復旧技術支援について西南交

通大学を始めとする関係機関および関係者と打ち合

わせを行った。

次いで支援連絡会議では、上記先遣隊の活動に基

づき今後の具体的な支援方針の一つとして西南交通

大学との間で合意された「地震により損傷を受けた

建物の診断と補修方法に関するセミナーの開催Jに

対応すべく、中国tEl技術者を対象とした震災復旧に
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関する技術支援セミナーの開催を主目的とした第 2

次隊を組織・派遣することを決定した。これを受け

て日本建築学会においても本活動を支援すべ く筆者

らを6月 20日 から25日 にかけて派遣した。

さらに大学院学生、若手教員、実務者を対象に、

日本の専門家を講師とした地震学・地震工学特別講

座が西南交通大学において9月 15日 ～ 17日 (テー

マ :建築物、地震・地震動、土木構造物)お よび 10

月 9日 ～ 11日 (テ ーマ :鉄道構造物、社会システ

ム、道路構造物、復興まちづくり、地盤・斜面、地

理情報)に開催されている。

本報告ではこれらの一連の活動のうち、第 2次隊

の復旧技術支援活動について報告する。

技術協力の対象および方法

主として中低層鉄筋コンクリート造 (以下 RC造 )

建物を対象に、震災復旧に関する技術協力を行った。

主な活動内容は以下の通りである。

①復旧技術の検討に必要な基礎データの収集とその

検討

②同地の建築構造に適した被災度判定手法および応

急・恒久復旧技術の検討と提案

③上記検討結果のとりまとめと技術セミナーの開催

活動組織

団長 :中埜良昭 (東京大学生産技術研究所)

幹事 :前田匡樹 (東北大学大学院)

団員 :迫田丈志 (東北大学大学院)
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坂下雅信 (京都大学大学院)

呉  旭 (応用地質株式会社 )

活動期間

6月 20日

21日 ～ 23日

れ 日

25日

四川省成都市着

被災地視察 (綿竹市漢旺鎮、都

江堰市)お よびセミナー準備
セミナー開催 (西南交通大学鏡

湖賓館多功能庁)

帰国

2.地震概要
2.1 地震の概要

中国四川大地震の概要を表 2-1に 、被害概要を
表 2-2に 示す。今回の地震で甚大な被害を受けた
四川省は中国西南部に位置している (図 2-1)。

四川省の東部と中部には四川盆地が広がり、四川省

の省都である成都市はこの盆地の中心に位置してい

る。また四川盆地の北西端では、チベット高原の東

縁との境界をなす龍門山脈が北東から南西方向に延

びている (図 2-2)。 今回の地震は、龍門山脈の

下を走る龍門山断層帯で発生したものと考えられて

いる。

本震は成都市の西北西約 80kmを震源として発生

した。現地では、龍門山断層帯に沿つた逆断層タイ

プの地震断層の出現が報告されている 1)。 余震も龍

門山断層帯沿いに約 300kmに 渡つて発生 してお

り2)、 観測回数は 6月 26日 時点で約 14000回 であ

る3)。 今回の震源が位置する龍門山断層帯では、過

去にマグニチュード7以上の地震が発生した記録は

残っていないが 1)、 その周辺の断層帯では古くから

大規模な地震が頻繁に起こっている4)。 四川盆地西

部は、インドプレートとユーラシアプレートの大陸

規模の 2枚の巨大な岩盤の境界付近に位置してい

る。それゆえ、四川盆地西部を含む中国内陸部から

ヒマラヤ山脈東端にかけての地域では、両プレート

の衝突により断層帯が発達しやすい環境にあると考

えられる 2)、 5)。 なお、今回の震源近 くでは、1933

年に約 50km北東で M7.5の 地震が発生しているほ

か、龍門山断層の北東端付近でも 1976年 にM72の
地震が 2度発生している4)、 6)。

なお、今回セミナーを開催した西南交通大学の研

究者によれば、記録の公表に向けた作業が進行中で

あり、公表も近いであろうとの事であったが、原稿

図2-1 四川省の位置

四川省

図 2-2 四川省地図

執筆時点 (2008年 11月 )では、中国地震局からの

本地震の強震記録は未公開である。

2.2 中国の震度 (烈度)と耐震基準

本節では、中国で用いられる震度 (中国では烈度

と表記されるため、以後、烈度とする)と 耐震基準

について紹介する。日本の震度 (以後、計測震度、

10等級)と は異なり、烈度は体感や被害状況、地動

の水平最大加速度及び最大速度 7)、 8)か ら推定され、

表2-1 地震の概要 (USGS 2008 7.14現 在 )

2008年 5月 12日 午後 2時 28分

30.986° N, 103.364° E

表 2-2 被害概要 (新華社通信 )

死者 69196名 ,行方不明者 18385名

重傷 374176名 (2008.7.4現 在)

倒壊 536万棟

損傷 2100万棟以上 (2008.521現在 )

蒻尚

夕
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12等級に分類される。計測震度と地動最大加速度や

最大速度との間に明確な対応関係が無いので、計測

震度と烈度を対応付けることは難しいが、体感、建

物の被害状況等からこれらの大略の対応を推定する

と表 2-3の ようになる。また図 2-3に 本地震に
よる烈度の分布を示す。

烈度は地震の揺れの強さを示す指標としてだけで

なく、各地域における設計用地震力の大きさを示す

指標としても用いられる。2K102年に施行された最新

の耐震基準 (GB50011-2001)に よれば、地震危険度

に応じて、各地域は地震ゾーンVIか らIXに区分さ

れる。地震ゾーンのローマ数字は、烈度の大きさと

対応している。

設計用地震力の例として、極めて稀に起きる地震

に対する各地震ゾーンの設計用加速度応答スペクト

ル9)を 図2-4に示す。ここでは地盤に関わる周期
を04秒 とした。図中のローマ数字 (VI、 VⅡ、VⅢ、

IX)は烈度と対応する地震ゾーンを示している。ま

た比較用として、日本の限界耐力計算に用いられる

表 2-3 日本の計測震度と中国の烈度の関係

日本 中国

計測震度 烈 度

地 動

最 大加 速 度 最大速度
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図 2-4 中国と日本で用いられる地震力の比較
(文献9)よ り転載)
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図 2-3 烈度分布 (中国地震局による、3/29/08現在 )

(http://― cea gov cn/manage/html/8a8587881 632fa5c0116674a01 8300cf/content/08_08/29/1219980517676 html)
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設計用加速度応答スペクトル (第一種地盤)を合わ

せて示す。いずれのスペクトルも、地震力を算定す

る際には、建物の等価質量を用いる (中国の耐震基

準では多層建物の場合その総質量代表値の 85%を

等価質量としている)。 中国では、地震ゾーンごと

に規定される設計用地震力の差が大きく、地震ゾー

ンVIと IXでは設計用地震力に 5倍程度の差があ

る。今回被害調査を行った綿竹市、都江堰市および

成都市の地震ゾーンは VIIに 区分される為、日本で

想定される地震力の半分程度の設計用地震力を用い

て耐震設計が行われていた事になる。なお、今回の

地震では、建物の被害状況から、耐震基準の規定を

上回る地震力が建物に作用した可能性がある事が指

摘されている 10。

また、設計用地震力を決める項目として、地震危

険度ごとに分類された地域ゾーンとは別に、建物の

重要性に基づいた等級 11)が定められており、甲、

乙、丙、丁の 4種類に分類されている (GB50223-
2004)。 重要度の高い甲に分類される建物は、地域

ゾーンごとに定められる烈度を 1つ上乗せした設計

用地震力を用いて耐震設計を行わなければならな

い。

3.被害調査結果
31 現地調査の概要
「地震により損傷を受けた建物の診断と補修方法

に関するセミナー」において、被災地における建物

の構造形式や破壊性状を考慮した適切な復旧方法を

提案する為に、 6月 21日 及び 22日 の 2日 間、現地

調査を行った。調査は西南交通大学・趙世春教授お

よび張建経教授の案内のもと、他の同大学関係者を

含む総勢 15名程度で、事前に選定された被災地域

および被災建物を 1箇所 (1棟)当 り約 1時間で調

査 した (移動は大型バスを利用 )。 調査地域は震源

の山岳部に近い綿竹市漢旺鎮と都江堰市である。図

3-1お よび図3-2に 調査地点及び調査経路を示
す。6月 21日 は綿竹市漢旺鎮 (図中②)を中心に

①→②→③→④を、6月 22日 は都江堰市 (図中⑤)

を中心に、それぞれ被災建物を調査した。地点⑥は

活動拠点である西南交通大学を示す。

成都市の北約 80kmに位置する綿竹市③では醸造

業が盛んであり、醸造施設の倒壊現場も調査した。

また綿竹市街の北約10kmに位置する漢旺鎮②では、

工場や集合住宅に生じた壊減的な被害を調査した。

成都市の北西 55kmに位置する都江堰市⑤は、今回

の被災地視察でも確認されたように、倒壊。大破か

ら小破まで多様な建物被害が報告されている。なお、

都江堰市は、眠江の上流に位置する水利施設「都江

堰」を有する観光都市として有名である。

3.2 特徴的な被害パターン

今回調査した建物の構造形式は、大きく2種類に

分類される。一方は鉛直部材のレンガ壁と水平部材

の PCa(プ レキャス ト)中 空床版 (断面に直径
80mm程度の子しを有する PCa床部材 )、 RC臥梁から
なる組積構造で、他方は架構内にレンガ壁が充填さ

れた RC造フレーム構造である。本報告では組積造
の被害を被害パターン (1)と し、RC造 フレーム構
造架構内のレンガ壁の被害を被害パターン (2)、 被

害パターン (3)～ (6)を それぞれ RC造の柱のせ
ん断破壊、同曲げ破壊、柱梁接合部破壊、地盤変状

|ヽ11轟 |■

1震源地

図 3-2 被害調査地点 (衛星写真)

●詢 |
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に伴う不同沈下などの被害とした。表3-1に被害
パターンを示す。

(1)組積造の被害

レンガ壁とPCa床版、RC臥梁からなる組積造建
物では、部分あるいは全体崩壊などの深刻な被害が

生じた。

写真 3-1は 、 5階建て集合住宅の中央スパン部
分の崩壊である。レンガ壁が崩壊し、PCa中空床版

が崩落した。

写真 3-2は 、 1階のみ RC造 フレーム構造で、
2階～ 6階はレンガ壁の鉛直部材 (RC造柱はない)

からなる組積構造である。 1階 RC造部分は倒壊を

免れたが、 2階から上部の両妻側は崩壊 している。

レンガ壁の各階上部にはRC臥梁とPCa中 空床版が

配されている。写真 3-3に 示すようにレンガ壁の
崩壊によりRC臥梁やその上に敷設された PCa中 空

床版の崩落が生じた。

写真 3-4は 、妻側スパンの部分崩壊である。崩
壊を免れた部分のレンガ壁にもせん断ひび割れが生

じている (写真 3-5)。

写真 3-1 中央スパンの部分崩壊

建築防災 200812

写真 3-2 建物両妻部の崩壊

写真 3-3 RC臥 梁とPCa中空床版の崩落

写真 3-4 建物妻側スパンの部分崩壊

表 3-1 被害パターンの分類

被害パターン

レンガ壁や PCa中 空

床版の被害

レンガ壁の被害

柱頭・柱脚の曲げ圧壊

地盤変状に伴う建物被害

―- 10-―

写真 3-5 レンガ壁の損傷



(2)RC造架構内のレンガ壁被害
RC造フレーム構造の建物に充填されたレンガ壁
に、せん断ひび割れや崩壊が見られた。また、この

ような構造形式の建物では、RC造の間柱が躯体コ

ンクリートの打設後に施工されていることが多い。

写真 3-6お よび写真 3-7は 、妻面のレンガ壁
の被害を示す。レンガ壁がせん断破壊し、壁に内蔵

された RC造間柱の柱脚部がせん断破壊し主筋が露
出したが、外観からは、その他の RC造架構に深刻
な損傷は見られない。

写真 3-8は 、外側表面が繊維メッシュシートと
発泡材入リモルタルで仕上げられたレンガ壁の被害

を示す。写真 3-9に 仕上げ材を示す。レンガ壁は
せん断破壊しているが、仕上げのメッシュシートに

よってレンガユニットの崩落は免れている。一方

メッシュシー ト仕上げのなされていない壁面では、

損傷によリレンガユニットの崩落が著 しい。写真

3-10に メッシュシー トのない室内側レンガ壁の
破壊状況を示す。

^

写真 3-6 妻面におけるレンガ壁のひび割れ

写真 3-7 レンガ壁と間柱のせん断破壊
(写真 3-6の○部分の拡大写真)

写真 3-8 繊維メッシュを用いたレンガ壁の被害

写真 3-9 レンガ壁を覆う繊維メッシュシー
と発泡材入リモルタル

写真 3-10 室内側から見たレンガ壁の損傷
(メ ッシュシー トなし)

(3)RC造柱のせん断破壊
RC造フレーム構造の建物に多く用いられるレン
ガ造腰壁により短柱化 した柱にせん断破壊が生 じ

た。

写真 3-11に、レンガ造腰壁と袖壁が取 り付い
た柱を示す。また、写真中の○部分の詳細を写真

3-12に示す。短柱化により柱はせん断破壊 して
いる。
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写真 3-11 腰壁と袖壁により短柱化 した 1階柱

写真 3-12 1階短柱のせん断破壊
(写真 3-11の○部分の拡大写真)

写真 3-13は、長柱とレンガ造腰壁による短柱が

混在したために、短柱がせん断破壊した事例である。

写真 3-14は、レンガ造腰壁による典型的な短
柱のせん断破壊である。せん断破壊した短柱の下部

では、レンガ造腰壁と柱の境に縦ひび割れが見られ

た (写真 3-15)。

(4)RC造柱の柱頭・柱脚での曲げ圧壊

RC造建物で大破、倒壊 した建物の多くに柱頭・

柱脚の曲げ圧壊が見られた。

写真 3-16お よび写真 3-17は 、 1階で層降伏
した建物の柱頭および柱脚で生 じた曲げ圧壊を示

す。柱のせん断補強筋の折り曲げ部がコアから抜け

出し、コアコンクリートの大きな損傷と主筋の座屈

が生 じている。また一部の柱で主筋破断も見られ

た。

写真 3-18は、損傷が集中した 1階柱の柱頭を
示す。曲げ圧壊により柱梁接合部に及ぶ被リコンク

写真 3-13 レンガ造の腰壁により短柱化した柱
(左 と中央)と長柱 (右 )

写真 3-14 レンガ造腰壁による短柱のせん断破壊

写真 3-15 レンガ造腰壁と短柱間の縦ひび害]れ

リートの剥落が生じ、柱主筋が座屈した。接合部内

に横補強筋が配筋されていない様子で、これが損傷

を増大させた可能性もある。

写真 3-19は、 2階で層崩壊した建物の 2階部
分を示す。柱頭が完全に破壊し、柱と柱梁接合部が

分離したが、 2階柱の柱頭より下部は原形を留めて

いる事から、柱のせん断破壊ではなく柱頭部の破壊

建築防災 200812 -12-



写真 3-16 側柱柱頭の曲げ圧壊

写真 3-17 隅柱柱脚主筋の破断

写真 3-18 柱頭と柱梁接合部の損傷

が層崩壊の主原因と思われる。

写真 3-20は、大型の酒造タンクを多数格納す
る4階建て建物の 1階柱頭部で見られた柱の破壊状

況で、これにより1階で層崩壊した。同じ構造形式

の隣接建物でも写真 3-21に示す柱頭破壊が生じ
たが、倒壊はかろうじて免れている。

写真 3-22は 、 2階で層崩壊した建物の側柱柱
頭の曲げ圧壊である。

写真 3-20 層崩壊した 1階の柱頭部の破壊

写真 3-21 柱頭部の破壊

写真 3-22 ピロティ柱の崩壊写真 3-19 層崩壊部分の拡大図
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写真 3-23は、倒壊 した建物の柱梁接合部を示
す。鉄筋が露出し、柱と梁が分離している。

(5)RC造柱梁接合部の破壊

柱頭破壊や柱のせん断破壊に比べて事例は少ない

が、接合部のせん断ひび割れやせん断破壊が見られ

た。

写真 3-24は、埋め戻 し前の長柱 (埋め戻 し後
は杭に相当する、詳細は後述の写真 3-35参 照 )
の柱頭側接合部でのせん断ひび割れを示す。

写真 3-23 倒壊建物の接合部で露出した鉄筋

写真 3-24 杭頭接合部のせん断ひび害]れ

写真 3-25 柱梁接合部のせん断ひび害lれ

建築防災 2008.12

写真 3-25お よび写真 3-26は 、建設中の建物
の柱梁接合部に見られたせん断ひび割れやせん断破

壊である。

(6)地盤変状に伴う建物被害

山間部の建設現場では、地盤変状に伴う不同沈下

や水平方向の強制変位に伴う建物の損傷が見られ

た。

写真 3-27は、柱左狽1お よび柱下側の地盤の移
動による柱の破壊を示す。建物の背後にある裏山斜

面中腹にはアースアンカーが施工されているが、こ

れがない斜面下部の地盤が一部崩落し水平移動した

ために、連結梁の無い独立基礎上に建つ柱の脚部が

谷側 (写真右側)に強制変形を受け柱が破壊した。

写真 3-28は 、高さ20m程度の擁壁の被害を示
す。この擁壁の一部に生じた大きな破壊により擁壁

下部から土砂が流出し、これに伴い写真 3-29に
示すように擁壁の山側地盤が陥没し、そこに建設中

であつた建物に不同沈下が生じた (写真 3-30)。

写真 3-26 柱梁接合部のせん断破壊

-14-
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表 3-2 建物 Aの概要

2008年 (建設途中・躯体のみ完成 )

フレーム構造

2階から6階のみレンガ壁有り

糸勺1000ぽ   (X=50.4m, Y=20.2m)

地上 6階,地下無

写真 3-28 擁壁下部からの土砂の流出

写真 3-29 土砂の流出による地盤の陥没

写真 3-30 基礎が強制変位を受け不同沈下
した建物

33 個別建物の被害事例
調査建物の被害詳細を以下に記す。

(1)建物 A
本建物は、四川省都江堰市内の山を背後に控えた

斜面に建設中であった RC造 6階建て集合住宅であ
る。外観はタイル貼 りで、長辺方向が南北方向であ

る。建物概要を表 3-2に 、建物全景を写真 3-31

図 3-3 建物 Aの平面図 (全体 )

に示す。また、平面図、軸組図及び柱 リス トを図

3-3～ 図3-7に それぞれ示す。階高は285mで、
1階柱の内法高さは 2.2mで ある。また、本建物は

後述するセミナーで復旧方法の検討用例題として採

りあげた建物である (4.節参照)。
2階から6階はレンガ壁を有する一方で 1階は純
ピロテイ構造で、平面や立面形状は整形であるが架

構形式は立面方向に不連続である。

構造被害は、純ピロティ架構の 1階柱に集中した。

柱頭・柱脚の曲げ圧壊 (写真 3-16、 写真 3-17)
により層降伏 し、残留変形角は約 1/10で あった

(写真 3-32)。 一方、レンガ壁を有する2階から6

階については、外観目視調査からは主架構およびレ

ンガ壁に損傷は見られなかった。

写真 3-31 建物 Aの全景
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⑭

⑭

図 3-4 建物 Aの平面図 (部分詳細 )

図 3-5

RFL

Yl、 Y4通り軸組図 (建物 A)

レンガ壁

図 3-6 X2～ X9通り軸組図 (建物 A)
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中柱 H00p φ10@
D́25

D19

650

450                  410υ

図 3-7 柱 リス ト (建物 A)

写真 3-32 残留変形角約 1/10の 1階柱 (建物 A)

(2)建物 B

本建物は、建物 Aと 同じ敷地内に建設中の建物で、

山際の傾斜地に隣接して建設された同一構造形式の

建物 3棟のうち、中央の 1棟のみが 2階で層崩壊し

た (写真 3-33)。 1階道路倶1に は上階に比較して

岡1強な鉄筋コンクリート壁構造による駐車場が設け

られている (写真 3-34)。 駐車場裏倶1の山際では、

独立フーチングの上に後日埋め戻し予定であったと

推察される柱が施工されている。その柱頭・柱脚で

の破壊 (写真 3-22)や 地盤変状による柱の被害

(写真 3-27)が著しく、これらが層崩壊の主原因
と考えられる。

(3)建物 C

本建物は、建物 Aお よび Bと 同じ敷地内に建設

中の地上 3階建て建物である。地震発生当時、RC

躯体とレンガエ事は完了していたが、建物完成時に

は支持杭として機能すると思われる5m程 度の長柱
は埋め戻されていなかった (写真 3-35)。 長柱と

基礎梁との接合部でのせん断ひび割れ (写真 3-24)

や 1階柱脚での曲げ圧壊が見られた。
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写真 3-33 2階 で層崩壊した建物 Bの妻面

写真 3-34 2階 で層崩壊 した建物 Bの道路
側正面 (1階 は RC壁構造の駐車場)

(4)建物 D

本建物は、建物 A～ Cと 同じ敷地内で、高さ
20m程度の擁壁を有する傾斜地に建設中の 5階建て

集合住宅 2棟である (写真 3-36)。 1棟はレンガ

壁の施工が完了し (写真 3-37)、 短柱のせん断破

壊が見られた (写真 3-13)。 もう1棟はレンガ壁

が未施工で骨組だけの状態であり (写真 3-38)、

接合部の被害 (写真 3-25)や 地盤変状による不同
沈下が生じた (写真3-28～写真 3-30)。

写真 3-36 傾斜地に建設中の集合住宅 2棟
(建物 D)

写真 3-37 レンガ壁が施工完了した建物 (手前)

写真 3-38 レンガ壁が未施工の建物 (奥 )

(5)建物 E

本建物は、都江堰市の商業ビル群と集合住宅群

(3階 ～ 6階建て)か ら構成される街区に建設され
た 3階建て RC造フレーム構造建物 2棟である。一
方の建物ではレンガ造腰壁により短柱化した柱がせ

ん断破壊 し (写真 3-14、 写真 3-15、 写真 3-
39)、 他方の建物は倒壊 している (写真 3-23、 写

真 3-40)。

写真 3-35 杭埋め戻し前の建物 C
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写真 3-42

ゝ

＼ 写真3-41
図3-8 建物 F(剣南春 。酒造工場)の略平面図写真 3-39 レンガ造腰壁付き商業ビルの全景

写真 3-40 倒壊した瓦屋根 3階建ての商業ビル

(6)建物 F

本建物は、綿竹市の酒造会社・剣南春の酒造工場

で、RC造フレーム構造である。建物平面は図 3-
8に示すようにコの字型で、建物正面部分は 5階建

て、両狽1面部分は4階建てである。代表的な柱断面

は 500mm× 500mmで、主筋は 8‐D22、 横補強筋は

φ10@200であつた。正面部分 (5階建て)はその

2階で層崩壊し、 3階から上階が 2階床に落下して

いる (写真 3-19、 写真 3-41)。 一方の 4階建て

建物は、大型の酒造タンクを多数格納している建物

で、その 1階が崩壊し、内部の酒造タンクも大きく

傾斜するなどの被害が生じた (写真 3-20、 写真

3-42)。 もう一方の 4階建て建物には、 1階柱の

せん断破壊や柱頭の圧壊などの損傷が生じたが (写

真 3-21)、 倒壊はかろうじて免れている。

(7)建物 G
本建物は、綿竹市漢旺鎮の警察署 (漢旺公安分局)

で、2008年春に竣工したばかりの 4階建ての RC造

フレーム構造建物である (写真 3-43)。 フレーム

内の壁にはレンガ壁が用いられ、外壁仕上げ材には

繊維メッシユシートと発泡材入リモルタルが施工さ

写真 3-41 建物 F(酒造工場。剣南春)の正面全景

写真 3-42 建物 F(剣南春・酒造工場)の側面全景

建築防災 2008 12 ―- 18-
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れている (写真 3-8、 写真 3-9)。 1階の柱断
面は 50rlmm× 500mm、 主筋は8-D22で 、梁断面は

400mm× 680mmで ある。レンガ壁のせん断破壊
(写真 3-10)や 1階柱頭部の主筋が露出する曲げ
圧壊 (写真 3-18)が見られ、取り壊しと判定され
ている。

(3)建物 H

本建物は、綿竹市漢旺鎮の大通りに面した RC造
フレーム構造にレンガ壁を充填した 7階建ての建物

である。道路に面した 1階は店舗 (飲食店)と して、
2階以上は事務所や住居としてそれぞれ使用されて

いる (写真 3-44)。 レンガ壁のせん断破壊 (写真
3-6、 写真 3-7)や 、レンガ壁に内蔵された
RC造間柱に被害が見られた。

(9)建物 l

本建物は、綿竹市漢旺鎮の集合住宅が多数立ち並

ぶ街区の入日付近に位置する 7階建ての警察署であ

る (写真 3-45)。 これより奥の地域 (後述の建物」
の地域)では多くの建物が傾斜または崩壊しており、

警察により住民以外の街区内への立ち入りが禁止さ

れていた。

本建物の構造形式の詳細は不明であるが、壁はレ

ンガ造であり、写真左倶1の 1～ 2ス パンが部分崩壊

した (写真 3-4)。 崩壊 していない部分のレンガ
壁にもせん断ひび割れや崩落が生 じている (写真

3-5)。

(10)建物」

写真 3-46は、綿竹市漢旺鎮の山際に位置する
街区の被害状況で、集合住宅が多数倒壊している。

被害建物は主としてレンガ壁にRC臥梁を配しPCa
中空床版を設置した組積造であり、多くの建物でそ

の全体あるいは一部が倒壊した (写真 3-1参照)。

(11)建物 K

本建物は、都江堰市内の大通りに面して建設され

た 6階建て組積造建物で、ほぼ同一構造形式の建物
2棟が隣接して建設されている。 1階は店舗で、 2

階以上は集合住宅である。 1階のみが RC造フレー
ム構造で、 2階以上の鉛直部材には RC造柱はなく
レンガ壁のみである。レンガ壁の上部には RC臥梁
が配され、床にPCa中空床版が用いられている。建

写真 3-44 建物 Hの全景 (道路側正面)

写真 3-46 集合住宅が多数倒壊した街区

物の両妻側構面が部分崩壊し、RC臥梁や PCa中空
床版が倒壊を免れた建物の中央部分から垂れ下がっ

ている (写真 3-2、 写真 3-3、 写真 3-47)。

4.震災復旧に関する技術支援セミナー
4.1 セミナーの概要

2日 間の被災地調査の後、 1日 の準備期間をおい

て、 6月 24日 に「地震により損傷を受けた建物の

診断と補修方法に関するセミナー」を西南交通大学

内の鏡湖賓館多功能庁において開催した。セミナー

には四川省西南建築設計院、成都建築設計院、鉄道

写真 3-45 部分崩壊した警察署 (建物 l)全景
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表 4-1 セミナーのスケジュール
部分崩壊部 部分崩壊部

写真 3-47 両妻側構面が部分崩壊した建物 K
(ほぼ同一形式の隣棟の一部が写真左端に見える)

省第二設計院などからの実務設計担当者及び西南交

通大学の研究者・学生など約 90名 の参加を得た。

セミナーのスケジユールを表4-1に示す。
セミナー前半では、復旧技術支援チームの現地調

査 (先遣隊の調査を含む)に基づき建築被害の特徴

を指摘するとともに、過去の日本国内外での被害事

例との対比を通じてその考えられる原因を紹介 し

た。また、日本における「応急危険度判定Jな らび

0こ「被災度区分判定Jの震災復旧における位置づけ

や適用の流れを解説するとともに、日本を含む各国

の過去の地震被害後の応急措置・復旧について具体

的事例を紹介した。

次に、日本における「震災建築物の被災度区分判

定基準および復旧技術指針」
lの について、部材の損

傷度の判定方法、残存耐震性能率 Rの計算方法、そ

れに基づく応急復旧・恒久復旧の要否と程度の判定

方法などを具体的に紹介し、 6月 14日 岩手・宮城

内陸地震で被災した建物を例題として、その適用方

法を解説した。また「耐震診断基準」
10の お値の基

本概念についても紹介した。

セミナー後半では、被災した実建物を例題とした

日本の復旧技術の適用例として都江堰市で被災した

実在する 6階建て集合住宅 (3.3(1)項 の建物 A)

を対象に、被災度区分判定手法を適用した場合の被

災程度の判定、ならびに本建物に対して考えうる復

旧方法案 6例を提示した。

最後に、総合討論を行い、復旧・復興に関する一

般的な考え方、日本佃1か ら提案された上記復旧方法

に関して、その具体化の可能性、具体化に当たり障

壁となる問題点、その解決方法、などについて、詳

細かつ実務的・具体的内容を含む事項について意見

挨拶 (趙世春教授 [西南交通大学])

挨拶 (中埜)

講演 (中埜)

「四川地震による建築被害の概要」

「日本における被災建築物の復旧方法

(基本的な考え方)」

講演 (前田)

「日本における被災建築物の被災度判定と

復旧」

昼食

講演 (迫田)

「被災した建物を実例とした日本の応急復

旧技術の紹介」

総合討論

セミナー終了

交換を行った。

42節以降では、実被災建物の復旧計画案と、総合

討論の概要を紹介する。

4.2 四川地震の被災建物を対象とした復旧計画案

現地で被害調査を行つた建物のうちの一つを例題

建物として、日本の「震災建築物の被災度区分判定

基準および復旧技術指針」
1の に基づいた震災復旧の

手順と復旧計画案を紹介した。

(1)対象建物

例題として採りあげた建物は、3.3節 に示した建物

Aである。本建物は地震当時建設途中の 6階建て

RC造フレーム構造の集合住宅で、 2～ 6階は住戸

でレンガ壁力洒己置されているのに対して、 1階は壁

のない純ピロテイ架構である (写真 3-31、 図3-
5、 図 3-6)。

(2)被害概要

1階のほぼ全ての柱の柱頭・柱脚に曲げ降伏ヒン

ジが形成され、コンクリートの圧壊や主筋の座屈・

破断 (写真 3-16、 3-17)が 生じた。 2階から
上階はほぼ無被害で、 1階桁行き方向に残留変形角

約 1/10が生じる層降伏型の崩壊メカニズムを形成

している (写真 3-32)。

(3)応急危険度判定 10

1階柱の残留変形角が 1/10程度であること、柱
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頭及び柱脚で曲げ圧壊、せん断補強筋の折り曲げ定

着部破壊、主筋の座屈や破断が見られることから、

応急危険度判定基準 14)に よると各柱の損傷度はV
に該当し、その割合が 1階柱全体の 10%を超える
ため、応急危険度判定の結果は [危険]と 判定され

た。余震などに対する倒壊防止のため軸力支持など

の応急措置とともに、 2次災害防止のため立ち入り

禁止措置が必要である (写真 3-32)。

(4)被災度区分判定 10

地盤および基礎の被害に起因する建物全体の沈下

や傾斜は見られないため、基礎構造の被災度は [無

被害]と 判定した。上部構造は、 1階の全ての柱が
損傷度Vであるため、残存耐震性能率 R=0と なり、
[大破](R<60)と 判定された。表 4-2に基づき
応急復旧の要否を検討すると、 [△ :応急措置・応

急復旧]に該当し、耐震診断に基づいて恒久復旧を
行うまでは使用禁止となる。応急措置としては、余

震などによる損傷の進行や倒壊防止のための鋼材に

よる軸力支持やブレース・RC壁増設による水平抵
抗力の確保などが考えられる (図 4-1)。

(5)耐震診断 10

恒久復旧を検討するに当たり、まず耐震診断によ

り被災前の桁行方向の耐震性能 (構造耐震指標 ■)

を評価した。

a)診断における仮定

お値を評価するに当たり以下を仮定した。

・材料強度

コンクリート圧縮強度 島 =30N/mm2
主 筋 降 伏 強 度  %=345N/mm2
せん断補強筋降伏強度 σw=295N/mm2
・経年指標 T及び形状指標 ら は 10と した。
・建物重量

単位面積当たりの建物重量を 10kN/m2と して建

物総重量、柱軸力を算定した。算定は現地調査を踏

まえて、床についてはスラブ厚 120mm、 仕上げ厚

30mm、 積載荷重 0.8kN/m2と し、レンガ壁について

はその材料の比重を20kN/m3、 レンガユニットの空

洞部分と外形寸法の面積比率で定義 した空隙率を

05、 壁仕上げを片面 25mmずつ両面で 50mmを仮
定し、また桁行方向 1ス パン当たりYl～ Y4間戸

境壁 2枚相当の重量 (桁行壁とその他の間仕切壁の

重量を戸境壁 1枚分に相当すると仮定)を考慮した。

さらにその他仕上げ等の影響による重量増を10%

◎ :軽微な補修 → 継続使用
○ :応急復旧 (補修) → 継続使用
△ :応急措置,応急復旧 → 原則,使用禁止
× :耐震診断を行い恒久復旧

( )は '71以前の建物 (日 本の建物の場合 )

山留鋼材による水平抵抗力の確保

図 4-1 応急措置の例

程度考慮して 10kN/m2と した。

図3-7に 示したように、当該建物には 2種類の
柱 (中柱、側柱)があり、それぞれについて上記の
仮定に基づいて算定した柱軸力を表4-3に示す。
b)柱の終局強度および靭性指標 F
上記の結果に基づいて算定した柱の曲げ終局モー

メントMuお よび曲げ終局時せん断力 ●御、せん断
強度② z、 靭性指標 F値を表 4-4に 示す。部材の
内法高さねθ=2200mmに 対 してせい D=450mm
が比較的小さく、またせん断補強筋に中子筋も用い

られていることから、靭性指標 F値 =2.60お よび
299と 塑性変形能力の大きい曲げ柱と評価された。

c)構造耐震指標 Is値

第 2次診断により1階の構造耐震指標 Isお よび

のび・助 を算定した結果を表4-5に示す。

表 4-2 日本における応急復旧の要否判定表

|デ
軽微

R≧ 95

小破

95〉R

≧80

中破

80〉R

≧60

破
一
壊

一大
一
倒

60〉RI

5弱以下 (Ⅶ ) × × × ×

53会 (Vlll) ◎ △ △ △

6弱 (Ⅸ ) ◎ ○ (△ ) △ △

0強以上.(X～ ) ◎ ◎ (○ ) ○ (△ ) △

山留鋼材による軸力支持  RC造 壁の設置
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耐震診断の結果、当該建物は Ciυ・助 =026と 強

度 (保有水平耐力)は 日本の耐震診断基準で要求さ

れる 0.3を 若干下回るが、塑性変形能力に富む建物

で (こ れは実破壊モードとも対応する)、 日本にお

いて既存 RC造建物の耐震判定の目安とされている

Is=0.6を 上回る程度の性能を被災前は有していた

と考えられる。

表 4-3 柱の軸力

柱

単位

重量

(kN/1n2)

床
醸
⑦

層

数

力
　
　
Ｄ

軸
　
　
∈

軸応力

度

(N/鰤
2)

軸

力

比

中柱 6

側柱 6 57

(6)恒久復旧計画案

被害状況および耐震診断の結果に基づいて、当該

建物の恒久復旧の基本計画を行つた。復旧に採用す

る工法は、日本建築防災協会「震災建築物の被災度

区分判定基準および復旧技術指針」
laぉ ょび日本建

築学会「1999年台湾・集集地震災害調査報告および

応急復旧技術資料」19を参考として計画した。立案

した復旧計画は表4-6に示す 6案である。
復旧案 1は 、被災前の状態に復旧すること (現状

復旧)を 目指した計画で、 1階柱の残留変形を修正

するために、上階をジャッキアップし水平移動して

から、柱の損傷部分の補修を行うものである。

復旧案 2～ 4は、損傷した 1階柱の補修を行うと

ともに曲げ補強も合わせて行い強度を増大させる計

画である。残留変形の修正の有無、せん断補強の有

無により、3通 りの案を計画した。

復旧案 5、 6は、柱の損傷を補修するとともに、

袖壁または耐震壁を増設することで、強度の増大を

図る計画である。

以下に復旧案の詳細を示す。

a)復旧案 1(原状復旧)

基本計画 :建物を被災前の状態に復旧する。

復旧概要 :上階をジャッキアップして、沈下・傾斜し

た1階柱を立て起して、損傷を補修する。

復旧手順 :柱の復旧工法の手順を図4-2に示す。

①ジヤッキアツプと残留水平変形の解消

②破壊したコンクリートの除去

③主筋およびせん断補強筋の取り替えと溶接

④エポキシ樹脂などによるひび割れ補修とコンク

リート打ち直し

表 4-4 柱部材の終局強度と靭性指標

※数値はいずれも文献
l・ lに基づき算定

表 4-5 被災前の耐震診断結果 (1階 )

C F Eθ rs Crr′・SD

0.14

0.12

2 60

2.99

0 67

(5)式
0 67

SD=1.0,Fl.0と した

表4-6 復旧計画案の一覧

概 要 基本コンセプ ト 施工上の問題 復旧後の耐震性能

復旧案 1
柱の補修

(原状復旧)
被災前の状態に原状復 1日

柱の残留変形を修復す

るためのジャッキアッ

プと水平移動が必要

原状復旧につき,再度の地

震で同様の被害の可能性

が残る

復旧案 2 柱の曲げ補強
柱の傾斜 (残留変形)を修復
し,RC巻き補強で強度も増大

被災前より強度・剛性が増

大するが,上階との強度・

剛性のバランスの検討が

必要

RC巻 立て部分の主筋
の定着,柱梁接合部の
せん断補強のディテー

ルの検討が必要

復旧案 3 柱の曲げ補強
傾斜 した柱はそのままで RC

巻き補強

復旧案 4
柱の曲げ十

せん断補強

復旧案 3に加えて,鋼板巻き
せん断補強

復旧案 5
柱の補修

袖壁増設

復旧案 1に加えて,袖壁を増
設

柱の残留変形を修復す

るためのジャッキアッ

プと水平移動が必要復旧案 6
柱の補修

耐震壁増設

復旧案 1に加えて,耐震壁を
増設
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表4-7 部材の耐力回復係数ψ

09～ 095(～ 1.0)

08～ 09(～ 1.0)

017γ O18(～ 0'9)

( )は ,複数の補修工法を組み合わせた場
継手に
必要な長さ

コンクリー ト打設

図 4-2 沈下・傾斜した柱の復旧工法

復旧案 1は、被災度が小さい建物に対しては、一

般的な復旧方法である。この例題建物の場合は、 1
階に層間変形角約 1/10、 層間変位で 20cmを超える

大きな残留変形があるため、 2階以上をジャッキ

アップして引き戻す工事が必要で、工事や費用が大

規模になると思われる。

「復旧技術指針Jlの では、損傷度や採用する補修

工法の難易度や信頼性に応じて補修による復旧で回

復される部材の強度・変形性能の程度を設定するこ

ととしており、表4-7に 示す耐力回復係数 vを例
示している。例題建物の 1階柱 (損傷度V)は、座
屈や破断した柱主筋の部分交換やコンクリートの打

ち直しなど大規模な補修が必要なため、適切な工法

を採用し施工管理をした上で、耐力回復係数 y=0.7

とすると、復旧後の耐震性能は RIs‐ =0.47しか確保

できないことになる。したがって、再度の地震の際

には大きな被害が再び発生する可能性が高いと考え

られる。

b)復旧案 2(柱の曲げ補強)
基本計画 :1階柱の残留変形を復旧したうえで、RC

巻き立てにより強度増大も行う。

用してよい

復旧手順 :復旧工法の概要を図4-3に示す。
①ジャッキアップと残留水平変形の解消

②破壊したコンクリートの除去

③エポキシ樹脂注入などによるひび割れ補修

④新たな主筋の柱外周部への配筋およびその2階

梁・基礎梁などへの定着

⑤新たなせん断補強筋の配筋

⑥コンクリート打設

復旧案 1では原状復旧を目指すのに対して、復旧

案 2では今後の地震に対する耐震性能を高めるため

に、柱の損傷の補修に加えて補強も行う。

上階をジャッキアップして残留水平変形を解消す

るのは復旧案 1と 同様である。柱の圧壊したコンク

リートを撤去し、ひび害Jれを補修する。断面タト周に

既存断面と等断面積量の主筋とせん断補強筋を新た

に配筋してコンクリートを打設しRC巻き立て補強
する。後打ちのRC部分の厚さを100mmと すると、
元の断面 650mm× 450mmが補強後は850mm×
650mmに増大する。補強後の柱の性能の計算では、
元の柱の主筋・せん断補強筋には期待しないことと

し、元と等量の主筋・せん断補強筋を新たに外周部

に配筋しこれらの寄与のみを考慮することとした。

復旧後の耐震性能を求めるとRム =071(ε =0.40、
F=2.M、 y=0.7)と なり、靭性指標 Fはやや低下
するが、柱寸法が増大したために強度指標 εが増大

し被災前の耐震性能お=0.67以上に回復する。

新たに外周に配筋する主筋を曲げに対して十分に

抵抗させるためには、その端部定着が極めて重要で

あり、柱脚ではあと施エアンカーを用いた基礎梁ヘ

の定着などが必要である (場合によっては基礎梁の

拡幅も必要となろう)。 柱頭部主筋は、 2階梁にで

きる範囲で定着し、梁から外れる主筋はスラブを貫

通して2階位置で定着する。柱梁接合部には閉鎖型

のせん断補強筋が配筋できないので、図4-4の よ
うに分割したフープ筋を2階梁側面に定着するなど

の工夫が必要である。

櫛 去
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増設主務

図 4-3 復旧案 2の柱の補修・補強

ひび欝れ補修

増設帯続

職譲帯筋

撻饉スラブ
除去

図 4-5 復旧案 3の柱の補修・補強

|1筆辞書当ヽ,|
‐,醸 |
颯

欲
‐‐
‐

m
tl111書 :

あと施エアンカー

0“●150程度

B断面
織投主筋

図 4-4 RC巻 き立てによる柱の補強

c)復旧案 3(柱の曲げ補強)

基本計画 :1階柱の残留変形は修正せず、そのまま

RC巻 き立て補強し強度を増大する。

復旧手順 :復旧工法の概要を図4-5に示す。

①破壊したコンクリートの除去

②エポキシ樹脂注入などによるひび害1れ補修

③新たな主筋の柱外周部への配筋およびその 2階

梁・基礎梁などへの定着

④新たなせん断補強筋の配筋

⑤コンクリート打設

復旧案 3は、上階のジヤッキアップと引き戻しを

省略し、残留水平変形を残したまま、復旧案 2同様

に既存断面と等断面積量の主筋とせん断補強筋によ

り柱をRC巻き立て補強する工法で、ジヤツキアッ

プ等が不要となるため工期・工費を削減できるとと

もに柱寸法も増大し (85klmm× 850mm)、 復旧案 2

よりも強度の増加が期待でき、実現性の高い復旧案

と思われる。なお新たに配筋する鉄筋の定着などに

R=1/10

850mrn
450mm

廠

図 4-6 復旧案 4の鋼板巻き補強

関する留意点は、復旧案 2と 同様である。

復旧後の耐震性能を求めると魔 =1.04(C=053、

F=2.81、 y=0.7)と なり、被災前と比較して強度

指標 Cが 2倍程度に増大するとともに靭性型の建物

として被災前のお値の 2倍程度を確保できる。ただ

し、補強 RC巻 き部分のせん断補強筋は断面タト周部

のみにしか配筋できないので、せん断補強筋比が

pl1/=0.18%と 低く、また残留変位を残したままで

あることから、柱の塑性変形能力が計算値の F=

2.81程度まで実現されるか、せん断補強筋による拘

束効果についてはやや不安が残る。

d)復旧案 4(柱の曲げ・せん断補強)

基本計画 :復旧案 3の RC巻 き立て補強に加え、外

周に鋼板を巻くことにより、せん断補強

筋の不足を補い、柱の強度増加と靭性確

保を行う。

復旧手順 :復旧工法の概要を図4-6に示す。

①～⑤は復旧案3と同様

⑥柱外周に鋼板 (厚さ9mm)を 巻き、無収縮モ

ルタルを注入する。

復旧案 3と 比較して、外周鋼板巻きの工期・費用

が増加するが、柱の靭性指標 F値が増大するので、
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復旧後の耐震性能が R19=1.19(C=0.部、F=3.20、

y=0.7)と 被災前よりもかなり改善される。また、

残留水平変位を残したままであることや、せん断補

強筋をタト周のみにしか施工できないことを考慮する

と、復旧案 3に比べて復旧案 4の安心感は大きい。

e)復旧案 5

基本計画 :復旧案 1の柱の補修に加え、全ての柱両

側 (ただし妻構面の柱では片側のみ)に

袖壁を増設し、曲げ、せん断強度と靭性

を向上させる。

復旧手順 :復旧工法の概要を図4-7に示す。
柱の補修の手順は復旧案1の①～④と同様

⑤壁位置にあと施エアンカーを施工

⑥袖壁の壁筋を配筋

⑦袖壁のコンクリート打設

厚さ20cm、 長さlmの 袖壁を各柱の両側に増設
する。片側袖壁による耐力増加を終局時の平均せん

断強度を2N/mm2と 仮定して簡略的に求めると、

2N/mm2× 2CIClmm× ltXXlmm=4CXlkN

となる。この袖壁が柱両側に合計 72枚増設される

として復旧後の耐震性能を評価すると、RIS=
(CI+鴫Qの × F「 =0.60と なり概ね被災前の耐
震性能が回復される。ここでは Cw(そで壁の強度

指標)=Σ Qw/Σ W=0.47、 Fw(そで壁の靭性指
標)=1.0、 Cc(既存柱の強度指標 )=0.26、 αm

(柱の強度寄与係数)=0.72、 y(既存柱の耐力回復

係数)=0.7と した。

実施設計時には、高さ方向の強度・岡1性の連続性

を考慮して、 2階より上階の補強も検討する必要が

ある。

f)復旧案 6

基本計画 :復旧案 1の柱の補修に加え、無開口耐震

を増設し、架構全体の岡!性 と強度を改善

する。

復旧手順 :

柱の補修の手順は復旧案 1の①～④と同様

⑤壁位置にあと施エアンカーを施工

⑥耐震壁の壁筋を配筋

⑦耐震壁のコンクリート打設

耐震壁の配置案を図4-8に示す。1階を元の平
面計画通り駐車場として使用することを考えて、耐

震壁 6枚を配置する場合を考える。増設耐震壁は 1

枚当たり2240kN(=2N/mm2× 200mm× 56∞mm)

Ｔ
副
ユ

⑭
　
　
　
⑭

あと施エアンカー

図4-7 復旧案 5の袖壁補強

Lx占戸
~繭げ~亀

図4-8 復旧案 6の耐力壁の配置案

の耐力を見込み、復旧後の耐震性能を求めると

RIq=(εF+anlCの ×Fr=035と 、耐震壁 6枚で
は被災前の性能を確保することができない。被災前

と同等の RIs=0.70程度を確保するためには、15～

16枚程度の耐震壁が必要となる。ここでは Cw(耐

震壁の強度指標)=Σ 2w/Σ 17‐ =022、 F"(耐震壁
の靭性指標)=10、 c(既存柱の強度指標)=0.26、
αm(柱の強度寄与係数)=0.72、 v(既存柱の耐力
回復係数)=07と した。
この復旧案でも、高さ方向の強度・剛性のバラン

スを考慮し、 2階 より上階の補強の検討が必要であ

る。

4.3 言寸論会

(1)日 本側が提示した復旧案に対する議論

講演後の討論会では、日本側が提示した復旧案に

対して活発な議論がなされた。

例題建物は 1階の残留変形が大きく、その修正に

は、 1階柱の損傷により沈下した上層部のジャッキ
アップを行った後に水平加力する必要があり、高度

な施工技術が要求される。したがって、柱の残留変

形を修正せず、傾いたままで補強する復旧案 3が現

実的な解決策として現地の設計者から多くの賛同が

得られた。また一方で、柱の残留変形は解消すべき

'耐
壁
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であること、復旧案 3では柱寸法が既存断面に比し

て著しく増大すること、これに伴い上階との強度・

岡1性のバランスが大きく崩れる恐れがあること、な

どから復旧案 2を支持する意見も出された。なお復

旧案 6の耐震壁増設による補強計画については、中

国の設計基準では、純フレームと耐震壁付きフレー

ムの混合形式が規定されていないこと、また一般的

にセメントや鉄筋の価格の問題からRC壁 よリレン

ガ壁を多用する実情があり、あまり現実的ではない

との指摘があつた。

また、復旧案では復旧工法の概念を分かりやすく

説明するため、 1階のみを対象とした復旧計画案を

示したが、実際の補強設計では、上階との強度・岡I

性のバランスの検討が重要であることについても繰

り返し言及した。また、RC巻 き立てにより柱を拡

幅した場合の主筋や接合部せん断補強筋の定着方法

など補強部材のデイテールについても議論した。

(2)そ の他の質疑応答

フリーデイスカツシヨンでも数多くの質問や議論

がなされた。主な内容は以下の通りである。

a)建物の被災度、部材の損傷の評価と対応策

特にRC部材のひび割れに関しては非常に関心が

高く、ひび割れの状況 (ひび割れ幅、架構における

ひび割れ発生箇所等)と その対処法についても多数

の質問がなされた。その中には、地震が直接的な原

因ではないと考えられる梁のスパン中央で発生した

ひび害」れや、幅 0.3mm以下の軽微なひび割れの構造

性能に対する影響とその復旧方法に関するものも含

まれており、地震後、現地の設計技術者やユーザー

が建物の損傷に非常に敏感になっていると感じられ

た。

その他、部材の損傷の補修方法に関する質問も多

く、日本で一般的な復旧方法を紹介した。

b)構造設計の考え方

今回の地震では倒壊には至らないものの、残留変

形や内装等の大きな被害が生じた建物も多く、これ

らに対して、倒壊を免れたことで良しと考える構造

設計者と被害が生じたことを問題視するユーザーと

の間の意識の離嬬が数多く生じているとの問題提起

が現地の実務者からあった。これに対して日本側か

ら、阪神淡路大震災後に日本でも同様の問題が生じ、

地震時に建物がどの程度変形し、どのような損傷が

予想されるかを構造設計者がユーザーに説明するこ

との重要性が認識され、性能設計の導入の契機と

なったこと、しかしながらまだ研究成果は必ずしも

十分ではなく、性能設計の実現には多くの課題があ

る現状を説明した。

c)今後の中国の耐震設計基準のあり方

この地震を契機に中国政府が被災地域の設計用地

震力の改訂 (引 き上げ)を予定していることに関し

て、強化の必要性やそのレベルに関する質問が出さ

れた。これに対 して、被災地の地震動レベルや軽

微・無被害も含む被災地の建物の耐震性能と被害レ

ベルを十分に調査して、現行の耐震規定における地

震動レベルの妥当性やその強化の必要性を慎重に検

討することが必要であるとの見解を示した。

5.ま とめ

今回調査した被災地域では、組積造建物の壊滅的

な被害が多数見られた:こ れらの多 くはレンガ壁、

PCa中空床板およびRC臥梁からなる構造で、壁が

崩壊して床が落下した。RC構造では、日本の建物

と比較すると柱、梁部材が細いため、部材端部の曲

げ破壊や柱梁接合部近傍の破壊が多く、それにより

架構が崩壊した被害事例も多く見られた。

災害復旧に関する技術支援セミナーでは、日本の

震災復旧の基本的考え方や基準類を説明するととも

に、典型的な RC造ピロテイ構造の被災事例を検討

対象として復旧案を6例提示し、これに基づき中国

の技術者と活発な議論を行った。

本活動は、「四川大地震復旧技術支援連絡会議」

と「中国・西南交通大学」との間の合意に基づき日

本建築学会からの派遣により実施されたもので、現

地調査および技術支援セミナーの開催にあたつて

は、西南交通大学から全面的な支援を受けた。特に、

同大学・何川教授、趙世春教授、張建経教授、蒋開

魯教授には本セミナーの開催ならびに現地調査に関

する種々の調整および調査同行に多大な尽力をいた

だいた。ここに、関係各位に謝意を表するとともに、

被災地の一日も早い復興を祈念する。
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